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資料1-2公営企業の経営改革推進に向けた重点施策に関する説明会



ア 自然・社会的条件に関すること

イ 水道事業のサービスの質に関すること

ウ 経営体制に関すること

エ 施設等の状況に関すること

オ 経営指標に関すること

水道事業者に係る基礎的事項、給水人口、産業
の動向といった自然・社会的条件に関すること

（３）経営上の課題

・中長期の課題を把
握分析するため、40
～50年程度の期間
を設定

・客観的な人口推
計、施設・設備の老
朽化の状況等を各
項目に反映

・アセットマネジメン
ト、官民連携、ダウ
ンサイジング等の経
営方策を各項目に
反映

（２）将来見通し（１）現状

・左記のア
～オの事
項について、
図表等を用
いながら分
かりやすく
現状を分析

・都道府県
水道ビジョ
ンや各事業
者の経営
戦略等も活
用

「水道広域化推進プラン」の全体像（イメージ）

水安全計画の策定状況、災害時の対応計画と
いった水道事業のサービスの質に関すること

職員の状況、業務委託の状況、広域化の状況
といった経営体制に関すること

水源の状況、給水能力、浄水場や管路等の耐震化
・経年化の状況といった施設等の状況に関すること

更新経費、収益的支出、水道料金、収益性・安
全性等の経営指標に関すること

（１）広域化パターンの設定

（２）広域化のシミュレーション

・経営統合や施設の共同設置・共同利用、事務の広域
的処理など、広域化の多様な類型の中から、圏域や当
該地域における実現可能性等も踏まえ、検討を行う広
域化パターンを設定

・既存の圏域を基本としたシミュレーション等を行うこと
も考えられるが、広域化の類型によっては圏域を超え
た広域化パターンの検討も重要

・（１）で設定した広域化パ

ターンごとにシミュレーション

を実施し、効果を算出

・（１）で設定した広域化パ

ターンを組み合わせ、左記

のア～オの事項に基づき、

広域化した場合の複数の将

来見通しを策定

・実際には、各都道府県に

おける広域化の検討状況等

を踏まえ、先行してシミュ

レーション等を実施している

団体の事例等も参考に実施

現状と将来見通しを踏まえて明らかとなった課題を列挙

（例）

・水需給の不均衡 ・災害への対応 ・職員数の減少

・有収水量の減少に伴う、施設利用率の低下

・老朽化、耐震化対策の必要性

・料金収入の減少 ・更新需要の増大 ・経営状況の悪化

比較

・当面実施する具体的取組やスケジュールについて、必要な施設の整備内容や検討のための協議会
の開催など、水道広域化推進プラン策定時において決まっていることを記載

・特に、地方単独事業については、事業を具体的に実施する前に、事業目的や事業期間、事業費概
算などを記載し、策定時において決まっている他の広域化に係る事業（国庫補助事業等）との関係性
も含め、広域化推進方針に照らした事業の整合性を明らかにすることが重要

（２）当面の具体的取組内容及びスケジュール

・広域化のシミュレーションと効果
の算出を踏まえて、今後の広域化
の推進方針を記述

（１）広域化の推進方針

効果の算出

・設定した複

数の将来見通

しについて、

自然体での将

来見通しと比

較し、定量的・

定性的に総合

的な効果を分

析
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水道広域化推進プラン策定マニュアル
（平成31年3月策定）



○ 都道府県に対し、平成34年度までに「水道広域化推進プラン」を策定するよう要請。

（「「水道広域化推進プラン」の策定について」（平成31年1月25日付け総務省自治財政局長、厚生労働省大臣官房生活衛生・食品安全審議官通知））

○ 同プランに基づく多様な広域化を推進するため、経営統合だけでなく、施設の共同設置や事務の広域的処
理等の地方単独事業を対象に追加（次頁参照）。

○ 一般会計出資債（地方負担額の1/2）の元利償還金について、交付税措置率を50％から60％に拡充。

広域化に関する事業に係る地方財政措置の拡充

【国庫補助事業】

【国庫補助事業】（交付税措置率拡充 50%→60%）

※地方単独事業は対象外

＜現行措置＞

＜H31～＞

【地方単独事業】（新規）

※国庫補助率は原則、事業費の1/3 地方負担額の1/2 地方負担額の1/2

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について１/２を普通交付税措置

国庫補助金 一般会計出資 水道事業債

地方負担額

※国庫補助率は原則、事業費の1/3 地方負担額の1/2 地方負担額の1/2

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について60％を普通交付税措置

地方負担額

国庫補助金 一般会計出資 水道事業債

拡充

1/2 1/2

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について60％を普通交付税措置

地方負担額

一般会計出資 水道事業債
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全県で統合
（香川県）

統合度

経営統合

施設の
共同設置等

事務の
広域的処理

面
的
広
が
り２市町村

国庫補助対象（現行）

地財措置対象（現行）

拡充の対象範囲

３市町村以上

事業間の水平統合
（柏崎市、北九州市等）

浄水場の共同設置
（大牟田市・荒尾市）

浄水場の共同利用
（周南市・光市）

システム共同利用
（須崎市、四万十町、中土佐町）

広域化に関する地方財政措置の対象拡充イメージ
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※毎年度把握する資本費等により算定

1～5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目
1.0 0.9 0.7 0.5 0.3 0.1

［一定率］

広域化に伴う高料金対策の激変緩和措置

【措置の概要】

水道事業が市町村の区域を超えて経営統合を行った場合、統合前の事業に係る高料金対策の措置額が減
少または皆減する場合があるため、広域化を推進する観点から、平成３１年度以降、市町村の区域を超えて経
営統合を行った団体を対象に統合後の高料金対策の額が、統合前の事業がなお統合前の区域を もって存続

した場合に算定される額を下回る場合、激変緩和措置として統合前後の差額に対し、統合の翌年度から１０年
間、地方財政措置を講じるもの。（６年目以降、段階的に縮減）

1年目 5年目

高料金対策の額

高料金対策の額

A事業 B事業 C事業

経営統合

激変緩和措置額0.9 0.7 0.5 0.3 0.1

1.0 

10年目

高料金対策

対象外

広
域
化
前
基
準
額

広
域
化
後
基
準
額
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【スキーム】

（参考）高料金対策に要する経費
【措置の概要】

自然条件等により建設改良費が割高のため資本費が高額となり、高水準の料金設定をせざるを得ない事業について、
料金格差の縮小に資するため、資本費の一部に対して地方財政措置を講じるもの。

【対象要件】
上 水 道 ※1：前々年度の有収水量１㎥当たり ① 資本費 150円／㎥以上（全国平均(75円)の２倍） ② 給水原価 263円／㎥以上
簡易水道 ：前々年度の有収水量１㎥当たり ① 資本費 153円／㎥以上（全国平均） ② 供給単価 176円／㎥以上

【繰出基準額】
上 水 道：（当該団体の前々年度の有収水量１㎥当たりの資本費－150円／㎥） × 年間有収水量
簡易水道：（当該団体の前々年度の有収水量１㎥当たりの資本費－153円／㎥） × 年間有収水量 × 1／2 ※2

＋（海水淡水化施設を保有する場合、稼働に要した電気料金と逆浸透膜交換に要する経費）

※2 簡水は建設改良に対し別途交付税措置があるため、資本費の1/2が対象
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【簡易水道】

【上水道】

高資本費部分（繰出基準額）
※有収水量１㎥当たり資本費150円

（全国平均の2倍）以上

料金回収部分

資本費（減価償却費、企業債利息等）

繰出基準額の８割を交付税措置

高資本費部分（繰出基準額）
※　有収水量１㎥当たり資本費153円（全国平均）以上

料金回収部分

↑
50
%
↓

建設改良費に係る繰出基準

↑
50
%
↓

繰出基準額の８割を交付税措置

※1 供給単価が全国平均未満の高料金対策対象事業は、平成31年度から平成33年度まで繰出基準額を段階的に割り落とすこととし、平成34年度以降は高料金対策の対象外とする。


簡易水道建設改良

		●簡易水道事業建設改良 カンイ スイドウ ジギョウ ケンセツ カイリョウ







				全体事業費 ゼンタイ ジギョウヒ



				事業費の1/4～1/2 ジギョウヒ		地　方　負　担 チ カタ フ タン



				国庫補助金等 コッコ ホジョ キン トウ		企業債振替分
（臨時措置） キギョウサイ フリカエ ブン リンジ ソチ



														(20.25)



														(24.75)

										90%



						企　業　債 キ ギョウ サイ

										元利償還ベースで普通交付税措置 ガンリ ショウカン フツウ コウフゼイ ソチ

										※H23年度債以降は特別交付税措置 ネンド サイ イコウ トクベツ コウフゼイ ソチ

										給水人口ベースで普通交付税措置 キュウスイ ジンコウ フツウ コウフゼイ ソチ





↑
元利償還金の1/2に
ついて一般会計繰出
↓

← 10% →

水道事業債
（簡易水道事業分）

元利償還金の全額に
ついて一般会計繰出



簡水高料金対策 (2)

		●簡易水道高料金対策 カンイ スイドウ コウリョウキン タイサク







						資本費（地方債償還金、地方債利息等）　 シホンヒ チホウサイ ショウカンキン チホウサイ リソク トウ



						料金回収部分 リョウキン カイシュウ ブブン				高資本費部分（繰出基準額）
※　有収水量１㎥当たり資本費153円（全国平均）以上 コウシホン ヒ ブブン クリダシ キジュンガク ユウシュウ スイリョウ ア シホンヒ エン ゼンコク ヘイキン イジョウ

																						高資本費部分（繰出基準額）











↑
50%
↓

建設改良費に係る繰出基準

※資本費148円／㎥（全国平均の2倍）以上

↑
50%
↓



簡水高料金対策

		●簡易水道高料金対策 カンイ スイドウ コウリョウキン タイサク





																海水淡水化施設を保有する事業のみ カイスイ タンスイカ シセツ ホユウ ジギョウ

						簡易水道事業債元利償還金（資本費）　 カンイスイドウ ジギョウサイ ガンリ ショウカンキン シホンヒ







						料金回収部分 リョウキン カイシュウ ブブン		繰出基準額① ク ダ キジュン ガク						＋		実繰出額（※） ジツ ク ダ ガク						実繰出額（※） ジツ ク ダ ガク



								交付税措置額
①×0.8 コウフゼイ ソチ ガク								特別交付税 トクベツ コウフゼイ						特別交付税 トクベツ コウフゼイ

																0.8						0.8

								普通交付税 フツウ コウフゼイ		特別交付税 トクベツ コウフゼイ

								①×0.5

								実繰出額（※）×0.8-普通交付税措置額 ジツ クリダシ ガク フツウ コウフゼイ ソチ ガク

								※実繰出額は繰出基準額を上限とする。 ジツ クリダシ ガク クリダシ キジュンガク ジョウゲン







↑
50%
↓

↑
50%
↓

電気料金

膜交換経費

建設改良費に係る繰出基準（別途普通交付税措置）

174円/㎥

Ｘ－174円/㎥



簡水統合推進

		●簡易水道統合推進に対する措置 カンイ スイドウ トウゴウ スイシン タイ ソチ

				簡易水道統合推進に要する経費（ソフト事業） カンイスイドウ トウゴウ スイシン ヨウ ケイヒ ジギョウ



				一般会計繰出金 イッパン カイケイ クリ デ キン				水道事業会計分 スイドウ ジギョウ カイケイ ブン

				1/2						1/2



								　　一般会計繰出金の１／２を特別交付税措置 イッパン カイケイ グ シュッキン トクベツ コウフゼイ ソチ





（Ｈ２７～）会計適用財政措置 (2)



				簡易水道事業への地方公営企業法の適用に要する経費 カンイ スイドウ ジギョウ チホウ コウエイ キギョウ ホウ テキヨウ ヨウ ケイヒ



				公営企業債充当（充当率100％） コウエイ キギョウサイ ジュウトウ ジュウトウ リツ



				一般会計負担 イッパン カイケイ フタン								水道事業会計負担 スイドウ ジギョウ カイケイ フタン

				元利償還金の1/2について
普通交付税措置 ガンリ ショウカン キン フツウ コウフゼイ ソチ

										1/2								1/2



・・・元利償還金に対して



（Ｈ２７～）会計適用財政措置



				簡易水道事業への公営企業会計の適用に要する経費 カンイ スイドウ ジギョウ コウエイ キギョウ カイケイ テキヨウ ヨウ ケイヒ



				公営企業債充当（充当率100％） コウエイ キギョウサイ ジュウトウ ジュウトウ リツ



				一般会計負担 イッパン カイケイ フタン								水道事業会計負担 スイドウ ジギョウ カイケイ フタン

				元利償還金の1/2について
普通交付税措置 ガンリ ショウカン キン フツウ コウフゼイ ソチ

										1/2								1/2



・・・元利償還金に対して





（参考）平成31年度の地方公営企業繰出金について（通知）（平成31年4月1日） （抜粋）

第１ 上水道事業
１・２ （略）

３ 上水道の出資に要する経費
（１）趣旨
上水道事業の経営基盤の強化及び資本費負担の軽減を図るための出資に要する経費である。
（２）繰出しの基準
繰出しの対象となる経費は、次に掲げる額の合計額とする。

ア～ウ （略）
エ 「「水道広域化推進プラン」の策定について」（平成31年１月25日付け総財営第85号、生食発第0125第４号）により策定した「水道広域化推進プラン」に基づき
広域化のために実施する地方単独事業並びに交付金のうち広域化事業、運営基盤強化等事業及び水道施設共同化事業として補助を受けた事業に要する経
費（当該施設の建設改良費に係る国庫補助金等の企業債以外の特定財源を除く。以下３において同じ。）の２分の１

オ・カ （略）

４・５ （略）

６ 上水道の高料金対策に要する経費
（１）趣旨
自然条件等により建設改良費が割高のため資本費が著しく高額となり、高水準の料金設定をせざるを得ない上水道事業について、料金格差の縮小に資するため、
資本費の一部について繰り出すための経費である。
（２）繰出しの基準

ア 繰出しの対象となる上水道事業は、前年度末時点で経営戦略を策定している次の事業とする。
（ア）・（イ） （略）
（ウ）複数の上水道事業（統合水道を含む。）又は簡易水道事業が市町村の区域を超えて経営統合して設置された上水道事業（以下「広域水道」という。）であっ

て、平成30年４月２日以降に給水を開始したもののうち、経営統合前の上水道事業が（ア）を満たす場合、経営統合前の統合水道が（イ）を満たす場合又は経
営統合前の簡易水道事業が第６の２（２）アに定める要件を満たす場合

イ 繰出しの基準額は、次に掲げる額の合計額とする。
（ア）・（イ） （略）
（ウ）ア（ウ）に該当する事業については、経営統合前の上水道事業、簡易水道事業又は統合水道が、なお経営統合前の給水区域をもって存続した場合にそれぞ

れ（ア）又は第６の２（２）により算定した基準額の合計額から統合水道に係る（ア）により算定した基準額（基準額が生じない場合は０）を控除した額に、（イ）の
表の率を乗じて得た額
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水道事業広域化の効果額（主な事例）

事業統合 施設の共同設置・共同利用
事務の広域的処理
（システムの共同化）

団体名 香川県及び県内16市町
福岡県大牟田市及び熊本県荒尾
市

高知県須崎市、四万十町及び
中土佐町

取組の概要

香川県及び広域行政事務組合が
実施していた用水供給事業と、16
市町が実施していた末端給水事
業を統合し、企業団を設立
※浄水場の統廃合

（55施設→26施設）等

PFIの手法（DBO方式：デザイン・ビ

ルド・オペレーション方式）を活用し
共同浄水場を建設

３市町共同で公募を実施し、
水道料金システムの構築・保
守管理を委託

削減効果額

総額約９５４億円※の削減
（H28～55）
更新事業費▲２４９億円
運営経費 ▲３０４億円 等

※統合前のH26年度の試算

事業費約１９億円の削減
（H21～23）
共同設置による削減▲７億円
DBO方式による削減▲１２億円

委託料約2,600万円の削減
（H23～28）
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